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業務及び財産の状況に関する説明書 

【2026年 3月期】 

 

 

 

 

 この説明書は、金融商品取引法第 46 条の４の規定に基づき、全ての営業所若し

くは事務所に備え置いて公衆の縦覧に供するため、又はインターネット等で公表す

るために作成したものです。 

 

 

 

株式会社マネースクエア 
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 １．商号 

   株式会社マネースクエア 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

   2014年 9月 19日（関東財務局長（金商）第 2797号） 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年   月 沿     革 

2014年 5月 資本金 10,000万円で設立 

9月 

第一種金融商品取引業者として登録 

（登録番号：関東財務局長（金商）第 2797号） 

一般社団法人金融先物取引業協会に加入（会員番号：

1589） 

10月 

吸収分割により、外国為替証拠金取引に係る全事業を株

式会社マネースクウェアＨＤ（旧・株式会社マネースク

ウェア・ジャパン）から継承し事業を開始 

資本金を 170,000万円へ増資 

2015年 12月 

日本証券業協会加入（会社コード：1215） 

一般社団法人金融先物取引業協会 登録変更（会員番号：

1185） 

取引所株価指数証拠金取引 取扱開始 

2018年 4月 商号を株式会社マネースクエアに変更 

2019年 2月 
株式会社Ｍ２・インベストメント・アドバイザリーを吸

収合併 

2024年 5月 店頭株価指数証拠金取引 取扱開始 

2024年 12月 取引所株価指数証拠金取引 取扱終了 

 

  (2) 経営の組織 

別紙１ 
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 ４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株

主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

１．株式会社マネースクエアＨＤ 110,000 株 100.00％ 

計   １   名 110,000  100.00  

 

 ５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役会長兼社長 相葉 斉 有 常勤 

取締役 伊奈 正剛 無 常勤 

取締役 貴堂 素明 無 常勤 

取締役 鈴木 亮 無 非常勤 

取締役 大森 康史 無 非常勤 

取締役 薮上 欣亮 無 非常勤 

取締役 加藤 祐一 無 非常勤 

監査役 浅野 政由 無 常勤 

監査役 船木 孝規 無 非常勤 

監査役 岩本 慎哉 無 非常勤 

 

 ６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他

の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課

長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を

代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

      生井 秀人             人事・総務部長兼業務管理部長                        

 

  (2) 投資助言業務（金融商品取引法第 28 条第６項に規定する投資助言業務をいう。）又

は投資運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（そ

の指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第２条

第８項第 11 号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行

う者（投資助言業務に関し当該投資判断を行う者にあっては、第一種金融商品取引業

（有価証券関連業に該当するものに限る。）に係る外務員の職務を併せ行うものを除

く。）を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

－ － 
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７．業務の種別 

1. 法第 28条第１項第１号に掲げる行為に係る業務（市場デリバティブ） 

2.  法第 28条第１項第２号に掲げる行為に係る業務（店頭デリバティブ） 

3. 有価証券等管理業務 

 

 ８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営

業所又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本店 東京都港区赤坂九丁目７番１号 

 

９．他に行っている事業の種類 

該当ありません。 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

法第 77条第１項、法 77条の２第１項の規定により行う苦情及び紛争の解決について

は、金融商品取引業等に関する内閣府令（以下「金商業府令」という。）第 115条の２第

１項第２号、同第 115 条の２第２項第１号に掲げる苦情及び紛争処理措置として講じ、

当社が契約する「特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター」と実施

基本契約を締結し、苦情及び紛争の解決に努める体制となっております。 

 

 11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

一般社団法人 金融先物取引業協会 

日本証券業協会 

 

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

該当ありません。 

   

 13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 

 

Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

今期特筆すべき事項として、8月に SBIリクイディティ・マーケット株式会社及び日

本航空株式会社がマネースクエア HDの新たな株主となりました。これに伴い、当社グ

ループは、SBIグループおよび JALグループとの連携を通じたシナジー創出の可能性に

ついて株主とともに検討しつつ、当社サービスの品質向上および事業基盤の強化に向

けた取組みを進めました。具体的には、JALグループとの連携においては、同グループ

の高いブランド力を活かした画期的な営業・マーケティング施策により、これまで当
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社が十分に接点を持てていなかった顧客層に対する認知向上及び新規顧客獲得を目的

としたアプローチを図り、顧客基盤の拡充に向けた取組みを行いました。また、SBIグ

ループへの参画により、同グループが有する事業基盤や金融ネットワークを活用した

新たな事業分野での収益機会の創出が可能になりました。 

営業・マーケティング面では、7月より 3月までの約 8か月間にわたり、全国セミナ

ープロジェクトを開催いたしました。オンライン施策が主流となる中、「お客様との直

接の対話を大切にしたい」との想いから、日本全国の主要 7都市において対面形式の

セミナーを実施いたしました。相場情報の提供に加え、顧客の意見・要望を収集し、

リレーション強化及び今後のサービス・商品改善に活かす取組みを行ってまいりまし

た。12月には、翌 1月からの日本航空株式会社からの本格送客に先駆け、JALマイレ

ージバンク（JMB）番号登録に関するキャンペーンも実施、マネースクエアポイントか

ら JALのマイルへの切替え施策の訴求とともに、FX取引初心者層の増加を踏まえ、各

種コンテンツの拡充を行いました。1月に「JALのマイルが毎日、早く、たまるトラリ

ピプログラム」を新たに導入し、JALブランドを活用した顧客向け施策を本格的に展開

いたしました。 

業績面においては、前年同期と比べて外国為替相場のボラティリティが相対的に低

く、また当社主力通貨ペアである AUD/NZDの相場環境が顧客のトラリピの設定レート

のボリュームゾーンを外れた影響もあり、営業収益は 4,302百万円（前年同期比△982

百万円）となりました。また、営業費用は、主に親会社に支払うロイヤリティ費用

や、取引所 CFDを終了したことによる場口銭の減少等により、3,375百万円（前年同期

比△120 百万円）となり、営業利益は 927百万円（前年同期比△862 百万円）となりま

した。営業外損益項目としては、受取利息 15百万円等を計上し、経常利益は 943百万

円（前年同期比△854 百万円）となりました。特別損益項目としては、金融商品取引責

任準備金戻入れを 0.9百万円計上した結果、税引前当期純利益は 944百万円（前年同

期比△854 百万円）となりました。法人税等を 289百万円、法人税等調整額を 1百万円

計上した結果、当期純利益は 653百万円（前年同期比△589 百万円）となりました。 
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 ２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

資本金 1,700 1,700 1,700 

発行済株式総数 110,000 110,000 110,000 

営業収益 6,010 5,285 4,302 

（受入手数料） 112 73 － 

 （（委託手数料）） 112 73 － 

 （（引受け・売出し・特定投

資家向け売付け勧誘等の手

数料）） 

－ － － 

（（募集・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の取扱

い手数料）） 

－ － － 

 （（その他の受入手数料）） － － － 

（トレーディング損益） 5,896 5,127 4,001 

 （（株券等）） － 92 226 

 （（債券等）） － － － 

 （（その他）） 5,896 5,034 3,775 

  （((FX売買損益))) 3,588 2,839 2,097 

  （((FX ｽﾜｯﾌﾟ収益))) 2,307 2,195 1,678 

純営業収益 6,010 5,285 4,302 

経常損益 2,306 1,797 943 

当期純損益 1,624 1,242 653 
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(2) 有価証券引受・売買等の状況 

    ① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

自   己 － － － 

委   託 － － － 

計 － － － 

 

    ①－2 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

（単位：百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

自   己 － － － 

委   託 － － － 

計 － － － 
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   ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券

の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状

況（電子募集取扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るもの

を除く。） 

 

（単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出し

の取扱

高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

2024 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券   －             － 
  

   
  －   － 

特殊債券   －  －    －   －  －   －    － 

社債券  － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他  －   －     －    －  － －   － 

2025 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券   －             －       －   － 

特殊債券   －   －    －   －  －   －    － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他   －   －     －   －  －   －   － 

2026 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － －  － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券   －             －      －   － 

特殊債券   －   －    －   －  －   －    － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他   －    －     －   －  －   －  － 
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    ②－2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価

証券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱い

の状況（電子募集取扱業務に係るものに限る。） 

（単位：百万円） 

区   分 募集の取扱高 売出しの取扱高 私募の取扱高 

2024 

年 

3 

月 

期 

－ － － － 

    

    

    

2025 

年 

3 

月 

期 

－ － － － 

    

    

    

2026 

年 

3 

月 

期 

－ － － － 
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②－3 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価

証券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱い

の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

（単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売 出 し

の 取 扱

高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

2024 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券 －   －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他 － － － － － － － 

2025 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券 －   －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他 － － － － － － － 

2026 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券 －   －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他 － － － － － － － 

 

(3) その他業務の状況 

該当ありません。 
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(4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ

×100） 
706.1 899.8 969.3 

固定化されていない自己

資本（Ａ） 
8,252 8,572 9,238 

リスク相当額 

（Ｂ） 
1,168 952 953 

 

市場リスク相当額 12 21 13 

取引先リスク相当額 29 67 92 

基礎的リスク相当額 1,126 862 847 

暗号等資産等による

控除額 
－ － － 

 

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

使用人 96 97 99 

（うち外務員） 51 49 50 

 

(6) 役員の業績連動報酬の状況（投資運用業を行う金融商品取引業者に限る。） 

 

役員の業績連動報酬の状況 

該当ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



            

 12 

Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 

  (1) 貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
前事業年度 

(2025年３月31日) 
当事業年度 

(2026年３月31日) 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金 1,300  1,222  

 ２ 顧客区分管理信託 68,771  49,953  

 ３ 顧客分別金信託           3,270  4,096  

 ４ 金銭信託 －  7  

 ５ 外国為替取引評価勘定 163  35  

 ６ 前払費用 121  111  

 ７ 関係会社短期貸付金 2,000  1,800  

 ８ 短期差入保証金 469  854  

 ９ その他 199  255  

10 貸倒引当金 △ 0  △ 0  

  流動資産合計  76,295  58,337 

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1) 工具器具及び備品 1  1  

    減価償却累計額 △ 1 0 △ 1 0 

  有形固定資産合計  0  0 

 ２ 投資その他の資産     

  (1) 出資金 1  1  

  (2) 差入保証金 7  4  

  (3) 繰延税金資産 45  43  

  投資その他の資産合計  53  49 

  固定資産合計  54  49 

 資産合計  76,349  58,387 
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前事業年度 

(2025年３月31日) 
当事業年度 

(2026年３月31日) 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 

(負債の部)     

Ⅲ 流動負債     

 １ 未払金 201  193  

 ２ 未払法人税等 372  3  

 ３ 顧客預り勘定 65,942  48,055  

 ４ 預り証拠金 －  340  

 ５ 外国為替評価勘定 535  186  

 ６ ポイント引当金 36  43  

 ７ 賞与引当金 47  77  

 ８ その他 25  47  

  流動負債合計  67,161  48,947 

Ⅳ 特別法上の準備金     

 １ 金融商品取引責任準備金 0  －  

特別法上の準備金合計  0  － 

負 債 合 計  67,162  48,947 

Ⅴ 純資産の部      

 １ 株主資本     

  (1) 資本金  1,700  1,700 

  (2) 資本剰余金     

     資本準備金 1,600  1,600  

     その他資本剰余金 210  210  

     資本剰余金合計  1,810  1,810 

  (3) 利益剰余金     

その他利益剰余金 5,676  5,929  

      繰越利益剰余金 5,676  5,929  

     利益剰余金計  5,676  5,929 

株主資本合計  9,186  9,439 

  純資産合計  9,186  9,439 

  負債純資産合計  76,349  58,387 
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  (2) 損益計算書 

  
前事業年度 

(自 2024年４月１日 
 至 2025年３月31日) 

当事業年度 
(自 2025年４月１日 

 至 2026年３月31日) 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業収益  5,285  4,302 

 １ トレーディング損益 5,211  4,289  

 ２ 受入手数料 73  －  

 ３ その他 －  12  

Ⅱ 営業費用  3,495  3,375 

 １ 販売費及び一般管理費 3,495  3,375  

   営業利益  1,789  927 

Ⅲ 営業外収益  8  15 

 １ 受取利息 5  15  

 ２ 受取配当金 0  0  

 ３ 受取手数料 1  0  

 ４ 還付加算金 －  0  

 ５ 消費税還付金 1  －  

 ６ その他 0  0  

 Ⅳ 営業外費用  0  0 

 １ 雑損失 0  0  

   経常利益  1,797  943 

 Ⅴ 特別利益  0  0 

 １ 金融商品取引責任準備金戻入れ 0  0  

   税引前当期純利益  1,798  944 

   法人税、住民税及び事業税  564  289 

   法人税等調整額  8  1 

   当期純利益  1,242  653 
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  (3) 株主資本等変動計算書 

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月 31日) 

  株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

資本準備金 その他利益剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 繰越利益剰余金 

2024年４月１日残高 1,700 1,600 210 4,934 8,444 

事業年度中の変動額      

 剰余金の配当    △ 500 △ 500 

 当期純利益    1,242 1,242 

 株主資本以外の項目の事業年 

 度中の変動額（純額） 

     

事業年度中の変動額合計 － － － 742 742 

2025年３月 31日残高 1,700 1,600 210 5,676 9,186 

 

  

純資産合計 
 

 

2024年４月１日残高 8,444 

事業年度中の変動額  

 剰余金の配当 △ 500 

 当期純利益 1,242 

 株主資本以外の項目の事業年 

 度中の変動額（純額） 

 

事業年度中の変動額合計 742 

2025年３月 31日残高 9,186 
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当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月 31日) 

  株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

資本準備金 その他利益剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 繰越利益剰余金 

2025年４月１日残高 1,700 1,600 210 5,676 9,186 

事業年度中の変動額      

 剰余金の配当    △ 400 △ 400 

 当期純利益    653 653 

 株主資本以外の項目の事業年 

 度中の変動額（純額） 

     

事業年度中の変動額合計 － － － 253 253 

2026年３月 31日残高    5,929 9,439 

 

  

純資産合計 
 

 

2025年４月１日残高 9,186 

事業年度中の変動額  

 剰余金の配当 △ 400 

 当期純利益 653 

 株主資本以外の項目の事業年 

 度中の変動額（純額） 

 

事業年度中の変動額合計 253 

2026年３月 31日残高 9,439 

 

貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書に関連する注記 

 別紙２ 
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 ２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

                             （単位：百万円） 

（2025年３月 31日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

－ － 

 

（2026年３月 31日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

－ － 

 

 ３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）

の取得価額、時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

 
2025年３月期 2026年３月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産 － － － － － － 

 (1) 株券 － － － － － － 

 (2) 債券 － － － － － － 

 (3) その他 － － － － － － 

２．固定資産 － － － － － － 

 (1) 株券 － － － － － － 

 (2) 債券 － － － － － － 

 (3) その他 － － － － － － 

合   計 － － － － － － 

(注) トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 
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 ４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の

契約価額、時価及び評価損益 

  (1) 先物取引・オプション取引の状況 

    ① 株券 

（単位：百万円） 

 
2025年３月期 2026年３月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．株価指数先物取引 － － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

２．株価指数オプショ

ン取引 

－ － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

(注) トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。 

 

    ② 債券 

（単位：百万円） 

 
2025年３月期 2026年３月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．債券先物取引 － － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

２．債券オプション取

引 

－ － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

(注) トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。 
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  (2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

（単位：百万円） 

 
2025年３月期 2026年３月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．有価証券先渡取引 － － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

２．有価証券店頭指数

等先渡取引 

－ － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

３．有価証券店頭オプ

ション取引 

－ － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

４．有価証券店頭指数

等スワップ取引 

－ － － － － － 

(注) トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。 

 

 ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

2025年３月期 2026年３月期 

ＰｗＣ Ｊａｐａｎ有限責任監査法人による

監査を受けております。 

ＰｗＣ Ｊａｐａｎ有限責任監査法人による

監査を受けております。 

 

Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

当社の内部管理に関する組織体制は、法令諸規則遵守に関する事前の点検、教育指

導、社内ルール等の策定、起案、顧客モニタリング等を法務コンプライアンス部・業

務管理部が担当し、法務コンプライアンス部・業務管理部担当役員がその責任者とな

っております。また、各部の実際の運営が法令諸規則等に則って運営されているかを

リスク＆オーディット室が事後的に監査、点検を行っております。また、各部にコン

プライアンス担当者・責任者を配置し、日々の業務における自主点検を行う体制を整

えております。 
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２．分別管理等の状況 

(1) 金融商品取引法第 43条の２の規定に基づく分別管理の状況 

    ① 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 2025 年３月 31 日現在の金額 2026 年３月 31 日現在の金額 

直近差替計算基準日の顧

客分別金必要額 
1 0 

期末日現在の顧客分別金

信託額 
12 0 

期末日現在の顧客分別金

必要額 
0 0 

 

    ② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

     イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2025年３月 31日現在 2026年３月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数   －  千株   －  千株   －  千株   －  千株 

債券 額面金額   － 百万円   － 百万円   － 百万円   － 百万円 

受益証券 口数   － 百万口   － 百万口   － 百万口   － 百万口 

その他 額面金額    －        －      －       －     

 

     ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2025年３月 31日現在 2026年３月 31日現在 

数   量 数   量 

株券 株数     －    千株     －    千株 

債券 額面金額      －   百万円      －   百万円 

受益証券 口数      －   百万口      －   百万口 

その他 額面金額       －            －       

 

     ハ 管理の状況 

該当ありません。 

 

    ③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

（単位：百万円） 

 管理の方法 当期末残高 前期末残高 内   訳 

金 
銭 

金銭信託 4,096 3,258 JPY(SBI ｸﾘｱﾘﾝｸﾞ信託) 
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    ④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の 12第２号に規定する権

利を除く。）に限る。）の分別管理の状況 

該当ありません。 

 

(2) 金融商品取引法第 43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

    ① 商品顧客区分管理信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 2025 年３月 31 日現在の金額 2026 年３月 31 日現在の金額 

直近差替計算基準日の商

品顧客区分管理必要額 
        －                －        

期末日現在の商品顧客区

分管理信託額 
        －                －        

期末日現在の商品顧客区

分管理必要額 
        －                －        

 

    ② 有価証券等の区分管理の状況 

     イ．有価証券等の種類ごとの数量等 

有価証券等の種類 2025年３月 31日現在 2026年３月 31日現在 

株券 株数 －     千株   －    千株  

債券 額面金額 －    百万円  －   百万円 

受益証券 口数 －    百万口  －   百万口 

倉荷証券 額面金額 －    百万円  －   百万円 

その他 額面金額 －    百万円  －   百万円 

 

ロ．管理の状況 

該当ありません。 

 

  (3) 金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権

利等に係るものを除く。）の状況 

    ① 同条第１項の規定に基づく区分管理の状況 

（単位：百万円、千株 等） 

 管理の方法 当期末残高 前期末残高 内   訳 

金 
銭 

   －            －        －    －     

                                   

有 
価 
証 
券 
等 

   －            －        －    －     
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    ② 同条第２項の規定に基づく区分管理の状況 

（単位：百万円、千株 等） 

 管理の方法 当期末残高 前期末残高 内   訳 

金 

銭 

   －            －        －    －     

                                   

有 
価 
証 
券 
等 

   －            －        －    －     

                                   

                                   

                                   

 

(3－2) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券

表示権利等（金融商品取引法施行令第１条の 12 第２号に規定する権利を除く。）

に限る。）の区分管理の状況 

該当ありません。 

 

    ＜参考時価情報＞ 

     株券の参考時価情報 

     イ．保護預り等有価証券 

2025年３月 31日現在 2026年３月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

  －    百万円   －    百万円   －    百万円   －    百万円 

 

     ロ．受入保証金代用有価証券 

2025年３月 31日現在 2026年３月 31日現在 

金   額 金   額 

     －     百万円     －     百万円 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

１．当社及びその子会社等の集団の構成 

該当ありません。 

 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

該当ありません。 

 

以  上 



経営会議

取締役会

株主総会

監査役

代表取締役

カスタマーサク

セス部
営業企画部

マーケティング

部
IT部

プロダクト統括

部
ファイナンス部

法務コンプラ

イアンス部
業務管理部 人事・総務部

経営企画部
リスク&オー

ディット室

別紙１



別紙２ 
 

個 別 注 記 表 
 

 

1. 貸借対照表に関する注記 

(1) 担保資産 

顧客区分管理信託契約に基づく信託受益権のうち第一受益権及び劣後第二受益権について、外国

為替証拠金取引に関連して生じる債務に対して第一順位、これに関連して金融機関が行っている支

払承諾契約（極度額8,500,000千円）に基づく債務保証に対して第二順位とする質権を設定しており

ます。 

また、現金及び預金（定期預金）850,000千円について、上記支払承諾契約の担保として差し入れ

ております。 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額        1,282千円 

(3) 預託金 

外国為替証拠金取引に係る顧客から受け入れた取引証拠金等を区分管理するため、信託業務を行っ

ている金融機関と顧客区分管理信託契約を締結しております。また、株価指数証拠金取引に係る顧

客から受け入れた取引証拠金等を分別管理するため、信託業務を行っている金融機関と顧客分別金

信託契約を締結しております。この他、他金融機関向けの外国為替取引業務に係る資金決済をする

ため、信託業務を行っている金融機関と金銭信託契約を締結しております。 

なお、預託金の内訳は下記のとおりです。 

顧客区分管理信託 49,953,656 千円 

顧客分別金信託 4,096,092 千円 

金銭信託 7,936 千円 

預託金 合計 54,057,685 千円 

(4) 短期差入保証金 

主に店頭株価指数証拠金取引のカウンターパーティー（カバー取引先金融機関）とカバー取引を行

うために差し入れている担保金であります。 

 (5) 外国為替取引評価勘定 

外国為替証拠金取引のカウンターパーティーとのカバー取引の評価損益について外国為替取引評

価勘定として計上しております。 

(6) 顧客預り勘定 

顧客との外国為替証拠金取引及び株価指数証拠金取引により発生するものであり、顧客から受け入

れた取引証拠金に顧客の損益を含めた残高で表示しております。 

    なお、顧客預り勘定の内訳は下記のとおりです。 

取引証拠金 71,028,419 千円 

確定損益未受渡分 △ 2,646,750 千円 

未決済残高評価損益 △ 20,326,520 千円 

顧客預り勘定 合計 48,055,147 千円 
 
(7) 預り証拠金 

他金融機関向けの外国為替取引業務で発生するものであり、当該金融機関から受け入れた取引証拠

金に当該金融機関の損益を含めた残高で表示しております。 

なお、預り証拠金の内訳は下記のとおりです。 

取引証拠金 345,398 千円 

未決済残高評価損益 △ 5,396 千円 

預り証拠金 合計 340,001 千円 

 

 

 

 

 



別紙２ 
 

(8) 関係会社に対する債権又は債務 

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する債権又は債務が属する項目ごとの金額は、次の

とおりであります。 

短期金銭債権 1,091 千円 
 

短期金銭債務 213,287 千円 

金銭債権以外の短期債権 20,019 千円 
 
 

(9) 当座貸越契約 

当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関１行と当座貸越契約を締結しております。 

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高などは次のとおりであります。 

当座貸越極度額 800,000 千円 

借入実行残高 － 千円 

差引額 800,000 千円 

 

2. 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引   

 営業収益（トレーディング損益・その他の営業収益） △ 7,732,384 千円 

 営業費用 1,542,741 千円 

営業外取引   

 営業外収益 14,005 千円 

 

3. 株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当事業年度における発行済株式に関する事項 
 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 110,000 ― ― 110,000 

  

(2) 当事業年度における自己株式に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

(3) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

2025年６月18日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 400,000 3,636.36 2025年３月31日 2025年６月18日 

 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

 

(4) 当事業年度における新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 
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